
　※除外申出前に、必ず、農業委員会で転用の見込み（農地の種別・事業計画）の確認をお願いします。　

　※転用の見込みが無い場合は、除外の申出ができません。

書　類　名 必要部数 備　　考

必須 除外申出書（Ａ４） １部 必要事項を全て記入

必要に応じて 委任状（Ａ４） １部 申出者（所有者）と提出者が異なる場合は必須
※要押印（認印可）

必須 申出地の登記簿謄本
（全部事項証明書）

１部 提出日より３カ月以内に法務局で発行されたもの
※オンラインでダウンロードしたものは不可

必須 位置図（Ａ４） １部
土地の所在（全ての申出地、所有地、候補地）が分かるような
住宅地図
該当地を赤線で囲う

必須 事業計画書
（資材置場用/資材置場以外用）

１部 除外目的に応じた事業計画書

必須
（該当分）

資料等 １部

除外目的がいずれかに該当する場合、別紙『事業計画書に
ついて』に記載の資料を添付してください。

①農家住宅、農家分家住宅　　　　 ②太陽光発電施設
③駐車場　　　　　　　　　　　　　　　　④資材置場

必須 除外申出地の現況写真 １部 全体の状況が分かるような写真
除外部分を赤線で囲う

所有地一覧表
（※自己所有等の土地の場合）

１部
計画地周辺（概ね2㎞以内）において、計画事業施行者と土地
提供者（その配偶者・親（祖父母含む）・子（孫含む））の土地
を全て記載

候補地比較検討表
（自己所有等の土地以外の場合）

１部
計画地周辺（概ね2km以内）において、比較可能な土地を全
て記載。市街化区域、農振地域外、農振白地域、農用地区域
（３種、２種、１種）の順に土地を選定（必ず計２箇所以上）

必要に応じて
(※１）

隣接同意書 １部 周辺に影響を及ぼすおそれがある場合
任意の様式による

必要に応じて
(※２）

土地改良区同意書 １部 各土地改良区の様式による

除　　外　　提　　出　　書　　類　　一　　覧

必須
（どちらか一方）

　※「自己所有等の土地」とは、土地所有者、耕作権者又は土地所有者の配偶者若しくは親（祖父母含む。）
　　若しくは子（孫含む。）が所有の場合をいいます。
　※１、２については、除外申請時には基本的に不要ですが、必要となった時に提出をお願いする場合があります。
　また、状況により、追加の資料の提出をお願いする場合があります。


